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Ⅰ はじめに

１ 策定の趣旨

特別支援教育将来構想（以下「新将来構想」という。）は，その計画期間を平成２７年

度（２０１５年度）から平成３６年度（２０２４年度）までの１０年間としています。

新将来構想の推進に当たっては，「障害の有無によらず，全ての児童生徒が心豊かな生

活と共生社会の実現を目指し，柔軟で連続性のある多様な学びの場の中で，一人一人の様

々な教育的ニーズに応じた適切な教育を展開する。」との基本的な考え方のもと，重点的

に行うべき取組や優先度の高い取組を効果的かつ効率的に実施していくことが必要です。

このことから，新将来構想の計画期間を前期・後期に区分し，当面５か年を計画期間と

する実施計画（前期）を策定し，その着実な実施と進行管理を図るものです。

２ 計画の構成

この計画は，各学校等の現状と課題を踏まえ，新将来構想の基本的な考え方のもと目標

として掲げる「自立と社会参加」，「学校づくり」，「地域づくり」ごとに主な取組の内容や

年次計画等を示しています。

Ⅱ 各学校等の現状と課題

特別な支援を必要とする児童生徒が増加している中，就学前の乳幼児期の早い段階から，

教育だけでなく，医療や福祉，保健分野と連携し，より専門的な教育相談・支援の充実を

図るとともに，必要な情報を適切に就学先へ引き継ぐ体制の確立が必要となっています。

１ 小・中学校

自閉症児等，一人一人の多様な教育的ニーズに応えるため，特別支援教育コーディネー

ターを中心とした校内体制の更なる整備・充実とともに，教員の専門性の更なる向上と「個

別の教育支援計画」等の作成・活用の促進を図る必要があります。

２ 特別支援学校

知的障害特別支援学校の狭隘化や児童生徒の障害の重度・重複化，多様化する児童生徒

徒の教育的ニーズに応えるため，教育環境の整備が求められています。そのようなことか

ら，居住地校学習の推進や一人一人の進路の実現に向けた取組を含めた適切な指導が計画

的・継続的に実施できるよう，教育課程の創意工夫，教員の専門性向上，狭隘化の改善に

向けた対応が必要です。また，就学先の決定にあたっては，本人，保護者，市町村教育委

員会が早期から計画的・継続的に教育相談等を実施し，合意形成を図る必要があります。

３ 高等学校

特別な支援を必要とする生徒が増加していることから，校内委員会が計画的に開催され，

その役割が十分機能するよう，特別支援教育コーディネーターを中心とした校内体制の更

なる整備・充実が求められています。また，発達障害等の生徒等，一人一人の多様な教育

的ニーズに応えるため，教員の専門性の更なる向上と「個別の教育支援計画」等の作成・

活用の促進を図る必要があります。
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Ⅲ 実施計画の推進に当たって

この計画は，新将来構想の基本的な考えのもと，特別支援教育を取り巻く動きや各学

校等の現状と課題を踏まえながら取組を推進していきます。

具体的には，乳幼児期から育ちを支える関係者の連携体制の構築や卒業後の心豊かな

生活を実現する支援体制の充実により，「切れ目のない支援体制」の確立に取り組みま

す。

また，障害のある児童生徒の教育的ニーズに対応するため，柔軟で連続した「多様な

学びの場」の整備や，専門性のある教員等による適切で一貫した指導・支援のほか，学

習の質・効果を高める教育環境の整備に取り組みます。

あわせて，共生社会の実現に向けた県民の意識醸成や障害の理解促進，市町村への支

援の充実と連携強化に取り組みます。

このような取組をとおして，新将来構想に掲げる「自立と社会参加」，「学校づくり」，

「地域づくり」の３つの目標の実現を目指します。
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Ⅳ 具体的な取組
１ 自立と社会参加

障害のある児童生徒が夢や希望を抱きながら，心豊かな生活を実現するための一貫した指導・

支援体制の整備

主な取組 区分 教育将来構 取組内容想の基本的な考え H27 H28 H29 H30 H31

○ 各教育事務所や市町村教育委員会等の担当者

を対象に，就学指導の在り方及び就学事務手続

の方法等について「就学児就学事務説明会」を

就学相談活動 行うとともに，障害のある子どもの適切な就学

支援事業 継続 先決定や教育相談に関する研修会を実施する。

・ 就学事務説明会（年１回）

・ 就学に関する研修会（年１回）

・ 就学相談会（各市町村の希望による）

○ 発達障害を含む障害のある全ての幼児児童生

徒を支援するため，県は特別支援連携協議会を

設置するなど，各市町村における支援体制の更

なる整備を図る。

・ 宮城県特別支援連携協議会（年 2回）
・ 体制整備に関する研修会（年１回）

特別支援教育 継続 ・ 個別の教育支援計画の活用・充実

総合推進事業 ○ ライフステージに応じ一貫した支援を行うた

め，推進地域における関係機関と更なる連携を

図り，早期からの教育相談・支援体制を構築す

る。

・ 市町村特別支援連携協議会

・ 市町村特別支援教育コーディネーター連絡会

・ 療育相談

（上の３事業は，県との連携に基づき，各市

町村で実施）

○ 特別支援学校に在籍する児童生徒一人一人の

教育的ニーズに応じた進路指導を行うため，関

特別支援学校 係機関によるネットワークの構築及び就労後の

進路指導充実 継続 支援の更なる充実を図る。

事業 ・ 特別支援学校進路指導連絡協議会(年１回)

・ 特別支援教育進路指導充実事業研修会

県内（北・中・南）３ブロック

○ 在学中から教育・福祉・労働等との連携を図

り，「個別の移行支援計画」を活用した支援に取

高等学園就業 り組むなど，地域の支援体制のもと就労の定着

定着支援事業 新規 と社会的な自立に向け，円滑な移行を支援する。

・ 市町村における支援体制の構築

・ 個別の移行支援計画の作成・活用
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２ 学校づくり

障害のある児童生徒の多様な教育的ニーズに的確に対応した体制・環境の整備

主な取組 区分 教育将来構 取組内容想の基本的な考え H27 H28 H29 H30 H31

○ 障害のある（特別な支援が必要な）児童生徒

が地域の学校に在籍し，障害のない児童生徒と

「共に学ぶ」場合に必要な効果的な教育方法や

校内体制の確立に向けて，モデル校・モデル地

域を指定して，各種専門家，指導主事，特別支

援学校地域支援担当者等の派遣により支援を行

共に学ぶ教育 新規 う。

推進モデル事業 また，事業により得られた個々の教育的ニー

ズに応じた「個別の指導計画」等を活用した具

体的支援の実践例を集積し，その普及啓発を図

る。

・ モデル地域（１地域３校），モデル校（８校）

における実践研究

・ 共に学ぶ教育推進体制の構築

・ 専門家チームの組織と活用

○ 教育の機会均等の趣旨に則り，児童生徒の健

康管理に配慮した学習機会の保障に努めるため，

医療的ケアを必要とする児童生徒が通学する県

立特別支援学校に看護師を配置し，経管栄養や

医療的ケア推進 継続 喀淡吸引等を行う。

事業 ・ 各学校における医療的ケアの実施

・ 医療的ケア研修会（年１回）

・ 医療的ケア情報交換会（年１回）

・ 巡回指導医情報交換会（年１回）

○ 大学や関係機関との連携を図るとともに，モ

ICT活用事業 新規 デル事業等を実施するなど，ICTを活用した指導

方法の工夫及び教材等の充実を図る。

○ 県立特別支援学校において幼稚園，小・中，

高等学校等へ必要な助言や支援の充実を図ると

ともに，大学や各研修機関との連携強化を図り，

教員の専門性・ 特別支援学校教諭免許状の更なる取得促進を図

指導力向上 継続 る。

・ 特別支援教育に関する研修会

・ 地域支援推進事業

・ 特別支援教育研修充実事業
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主な取組 区分 取組内容 H27 H28 H29 H30 H31

○ 地域や校内における中心的な役割を担う特別

支援教育コーディネーターを，計画的に養成す

るとともに，通常の小・中，高等学校等の特別

支援教育担当者等を対象に，特別支援学校にお

いて研修を行うほか，管理職を対象に，特別支

特別支援教育 継続 援教育に関する研修を行うなど，実践的指導力

研修充実事業 の更なる向上を図る。

・ 特別支援教育コーディネーター養成研修

(新担当者：２日，経験者：１日，地域支援担

当者：６日)

・ 管理職研修

・ 特別支援教育担当教員等実践研修（４日）

○ 県立特別支援学校のセンター的機能を発揮し，

早期からの相談・支援や地域の幼稚園，小・中

学校，高等学校等への更なる支援を行うととも

に，特別支援教育に関する研修会のほか，地域

支援の在り方を探る研修会等を実施する。

地域支援推進 継続 ・ 各学校等からの相談（電話・来校）

事業 ・ 各学校等への訪問・助言

（研修会講師等を含む）

・ 県内（北・中・南）３ブロック研修会

・ 地域支援在り方研究会（２回）

・ 検査及び検査器具の貸与等

【狭隘化への対応】

○ 仙台圏域知的障害特別支援学校の分校等の

設置を進める。

○ 県有施設の更なる活用を進める。

教育環境整備の 継続 【軽い知的障害のある生徒への対応】

推進 ○ 高等学園の開設，高等学園の収容定員の拡大

等，環境の整備を推進する。

【施設の改築，改修】

○ 計画的な改築・改修により環境を整備する。
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３ 地域づくり

生活の基盤となる地域社会への参加を推進するための環境整備と共生社会の実現に向けた関係

者の理解促進

主な取組 区分 教育将来構 取組内容想の基本的な考え H27 H28 H29 H30 H31
○ 特別支援学校に在籍する児童生徒が居住地にあ

る小・中学校において交流及び共同学習を行い，

社会参加や，地域における特別支援教育に関する

インクルーシブ 理解の更なる促進を図る。

教育システム推 継続 ・ 居住地校学習推進事業

進事業 ○ 交流及び共同学習の更なる充実を図り，障害の

ある児童生徒への「合理的配慮」の在り方を明ら

かにする。

・ 交流及び共同学習推進事業（モデル地域）

○ 各市町村におけるインクルーシブ教育を推進す

るため，市町村教育委員会の要請に応じ職員を派

遣し，本人・保護者との合意形成に努めるなど教

育支援体制の更なる充実を図るとともに，障害の

市町村教育委員 ある児童生徒の適切な就学を支援する。

会教育支援サポ 継続 ・ 教育支援年間計画作成支援

ート事業 ・ 就学相談員育成支援

・ 教育支援資料作成支援

・ 教育支援委員会企画運営支援

・ 担当者及び就学相談員研修（年１回）

○ 特別支援教育将来構想の周知を図るとともに，

特別支援教育の モデル事業等の成果を発表し普及に努める。

推進に向けた普 新規 ・ 将来構想及び将来構想実施計画説明会

及啓発 （各教育事務所・地域事務所管内ごと）

・ 共に学ぶ教育推進事業成果発表会（年１回）
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Ⅴ 新将来構想実施計画（前期）の施策体系 基本的な考え方 障害の有無によらず，全ての児童生徒の心豊かな生活と共生社会の実現を目指し，柔軟で連続性のある
多様な学びの場の中で，一人一人の様々な教育的ニーズに応じた適切な教育を展開する。

目標 目標の実現に向けて

目標３

【地域づくり】

生活の基盤となる
地域社会への参加を
推進するための環境
整備と共生社会の実
現に向けた関係者の
理解促進

● 共生社会の実現を目指した理解促進
・ 地域と共に学び合う交流及び共同学習の推進
・ インクルーシブ教育システムの理解促進

● 市町村教育委員会への支援充実
・ 市町村教育委員会が適切な教育支援を行える体

制の充実
・ 市町村教育委員会職員の専門性向上

目標２

【学校づくり】

障害のある児童生
徒の多様な教育的ニ
ーズに的確に対応し
た体制・環境の整備

● 学習の質・効果を高めるための環境整備
・ 狭隘化対策の推進

● 学習の質を高めるための教員の専門性向上
・ 研修の充実による小・中，高等学校等の特別支援

教育担当者の実践的指導力向上
・ 特別支援学校のセンター的機能の充実・強化

● 多様な教育的ニーズに応じた学びの場の実現
・ 校内体制の充実・強化
・ ＩＣＴの活用（教材等）
・ 障害の特性に応じた指導の工夫
・ 教育課程の見直し及び「個別の指導計画」を活用

した個に応じた指導の充実
・ 教育的ニーズに応える教育環境の整備
・ 地域教育資源の活用

● 卒業後の心豊かな生活への円滑な移行を支援
する体制の充実
・ 「個別の教育支援計画」，「個別の移行支援計画」，

「個別の指導計画」による一貫した指導・支援
・ 日常生活におけるQOL向上に向けた指導の充実

目標１

【自立と社会参加】

障害のある児童生
徒が夢や希望を抱き
ながら，心豊かな生
活を実現するための
一貫した指導・支援
体制の整備

● 将来の自立と社会参加を目指した進路学習の
充実
・ 社会的存在としての人間の生き方の観点を重視し

た勤労観や職業観を育む体制の充実
・ 企業や労働及び福祉関係機関との連携

● 乳幼児期（早期）からの支援体制の充実
・ 教育相談・支援体制の整備・充実

幼 小 中 高 社 27 28 29 30 31

　就学相談活動支援事業 継続

  ○　各教育事務所や市町村教育委員会等の担当者を対象に，就学指導の在り方及び就学事務
  　手続の方法等について「就学児就学事務説明会」を行うとともに，障害のある子どもの適
  　切な就学先決定や教育相談に関する研修会を実施する。

○ ○ ○

　特別支援教育総合推進事業 継続

  ○　発達障害を含む障害のある全ての幼児児童生徒を支援するため，県は特別支援連携協議
　  会を設置するなど，各市町村における支援体制の更なる整備を図る。
  ○　ライフステージに応じ一貫した支援を行うため，推進地域における関係機関と更なる連
  　携を図り，早期からの教育相談・支援体制を構築する。

○ ○ ○ ○

　特別支援学校進路指導充実事業 継続
  ○　特別支援学校に在籍する児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じた進路指導を行うた
　  め，関係機関によるネットワークの構築及び就労後の支援の更なる充実を図る。 ○ ○ ○ ○

　高等学園就業定着支援事業 新規
  ○　在学中から教育・福祉・労働等との連携を図り，「個別の移行支援計画」を活用した支
  　援に取り組むなど，地域の支援体制のもと就労の定着と社会的な自立に向け，円滑な移行
　  を支援する。

○ ○

　医療的ケア推進事業 継続

  ○　教育の機会均等の趣旨に則り，児童生徒の健康管理に配慮した学習機会の保障に努める
  　ため，医療的ケアを必要とする児童生徒が通学する県立特別支援学校に看護師を配置し，
  　経管栄養や喀淡吸引等を行う。

○ ○ ○

　ICT活用事業 新規
  ○　大学や関係機関との連携を図るとともに，モデル事業等を実施するなど，ICTを活用し
　  た指導方法の工夫及び教材等の充実を図る。 ○ ○ ○

　教員の専門性・指導力向上 継続

  ○　県立特別支援学校において幼稚園，小・中，高等学校等へ必要な助言や支援の充実を図
  　るとともに，大学や各研修機関との連携強化を図り，特別支援学校教諭免許状の更なる取
  　得促進を図る。

○ ○ ○ ○

　特別支援教育研修充実事業 継続

  ○　地域や校内における中心的な役割を担う特別支援教育コーディネーターを，計画的に養
  　成するとともに，通常の小・中，高等学校等の特別支援教育担当者等を対象に，特別支援
  　学校において研修を行うほか，管理職を対象に，特別支援教育に関する研修を行うなど，
     実践的指導力の更なる向上を図る。

○ ○ ○

　地域支援推進事業 継続

  ○　県立特別支援学校のセンター的機能を発揮し，早期からの相談・支援や地域の幼稚園，
　  小・中学校，高等学校等への更なる支援を行うとともに，特別支援教育に関する研修会の
     ほか，地域支援の在り方を探る研修会等を実施する。

○ ○ ○ ○

　教育環境整備の推進 継続

【狭隘化への対応】
  ○  仙台圏域知的障害特別支援学校の分校等の設置を進める。
  ○  県有施設の更なる活用を進める。
【軽い知的障害のある生徒への対応】
  ○　高等学園の開設，高等学園の収容定員の拡大等，環境の整備を推進する。
【施設の改築，改修】
  ○   計画的な改築・改修により環境を整備する。

○ ○ ○ ○

  ○　特別支援学校に在籍する児童生徒が居住地にある小・中学校において交流及び共同学習
     を行い，社会参加や，地域における特別支援教育に関する理解の更なる促進を図る。

  ○　交流及び共同学習の更なる充実を図り，障害のある児童生徒への「合理的配慮」の在り
　  方を明らかにする。

　市町村教育委員会教育支援
サポート事業

継続

  ○　各市町村におけるインクルーシブ教育を推進するため，市町村教育委員会の要請に応じ
  　職員を派遣し，本人・保護者との合意形成に努めるなど教育支援体制の更なる充実を図る
　  とともに，障害のある児童生徒の適切な就学を支援する。

○ ○ ○ ○

　特別支援教育の推進に向けた
普及啓発

新規
  ○　特別支援教育将来構想の周知を図るとともに，モデル事業等の成果を発表し普及に努め
  　る。

○ ○ ○ ○ ○

自
立
と
社
会
参
加

　共に学ぶ教育推進モデル事業 新規

  ○　障害のある（特別な支援が必要な）児童生徒が地域の学校に在籍し，障害のない児童生
    徒と「共に学ぶ」場合に必要な効果的な教育方法や校内体制の確立に向けて，モデル校・
　 モデル地域を指定して，各種専門家，指導主事，特別支援学校地域支援担当者等の派遣に
    より支援を行う。
　 　また，事業により得られた個々の教育的ニーズに応じた「個別の指導計画」等を活用し
　 た具体的支援の実践例を集積し，その普及啓発を図る。

継続
　インクルーシブ教育システム
推進事業

学
校
づ
く
り

地
域
づ
く
り

目
標

主な取組 区分 取組内容

年度対象

○ ○

○ ○




